
『平成１７年度施策実施状況調書』

目標値 16年度 15年度

- 161,403億円

- 13,090 12,518

-

-

毎年1回以上 1回 1回

事業名 15年度

今後の電気
通信事業分
野における競
争の在り方に
ついての調査
研究

15百万円

電気通信
サービスに関
する電子情報
公開システム
の維持・運用

23百万円

項目

電気通信
事業法の
改正

今後の電気
通信事業分
野における競
争の在り方に
ついての調査
研究

項目

競争評価

ブロードバンドインターネット加入
数の推移

 　ＩＰ電話は、ブロードバンド利用者数の増大等に伴い、急速に普及しつつあるが、今後、無線ＬＡＮ等の
ネットワーク形態の多様化やサービス品質の確保等、様々な課題が見込まれており、最新の技術動向を
把握し、環境整備の在り方、電気通信番号の持つ役割、諸外国の規制動向等について調査研究を実施
し、今後の番号指定の課題等の検討に資するための施策を行う必要がある。

①世界的なＩＴ革命が進展する中で、我が国の電気通信事業分野においても、急速に市場構造の変化が
生じており、このような状況を踏まえて、平成１６年４月の改正電気通信事業法では、第一種電気通信事
業者と第二種電気通信事業者の事業区分を撤廃するなど、大幅な規制緩和を図った。
②この規制緩和後の新たな枠組みにおいては、国は、電気通信分野における市場の競争状況を定期的
に把握し、適切な分析・評価を行い、必要に応じて市場メカニズムを補完する適切な方策を講じていくこと
が求められている。
③この市場の競争状況の定期的把握、分析、評価を実施するために、平成１８年度以降も引き続き実施
していくとともに体制整備を図ることが必要である。

　事業者間の競争の一層の進展に伴い、電気通信市場構造が大きく変化してきていることから、電気通
信サービスの料金・接続料等に関する状況を適切に把握・検討し、制度を含め今後の政策に適正に反映
していくとともに、国民が電気通信サービスを適切に選択できるようにするため、継続して情報を提供して
いく必要がある。

情

予 制 情

施策名

上位政策との関
係(上位政策目標
への貢献）

主な指標の状況

　情報通信技術（ICT）が急速に発展する中、ブロードバンド化やIP化の進展によるネットワークの変化など、電気通信市場の急
速な変化に柔軟に対応し、電気通信市場における更なる公正競争を促進するための環境を整備することにより、利用者利益の
増進を実現する。
　本施策の政策効果を把握する手法として、電気通信事業の市場規模、電気通信事業者数の推移、ブロードバンド･インターネッ
ト加入者数の推移、電気通信サービスの料金の低廉化、アクセス手段の多様化の状況を把握することで施策の有効性・効率性
を検証する。

総合通信基盤局電気通信事
業部事業政策課、料金サービ
ス課、データ通信課、電気通
信技術システム課番号企画室

14年度

162,195億円電気通信事業の市場規模

別紙１参照

電気通信サービスの料金の低廉
化の状況

本施策に関する
主な資料

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

11,318

-

予算執行を主
とするもの

14年度

（社）電気通信事業者協会、各電気通信事業者が公表している資料

制度の企画･
運用を主とす
るもの

情報提供等を
主とするもの､
その他

制

本施策に関する
専門家の意見等

電気通信事分野に関するカンファレンス・シンポジウム、電気通信事業者との説明会、電気通信事業者との意見交換会

予 制 情

本施策に関する
課題等の状況

　ブロードバンド化等の進展によりインターネット環境が急速に変化しており、電気通信市場の動向把握・
分析のほか、技術的・制度的環境整備を推進するための調査・検討等が不可欠であることから、引き続
き、調査の実施、学識経験者等からなる研究会の開催等を進めていく必要がある。

予 制

別紙１参照

①平成１６年度の基本方針・実施細目を策定する際のパブリックコメントにおいて、平成１６年１０月１日に林神戸市外国語大学専
任講師（現：名古屋大学助教授）から競争評価をより有効なものとするために経済学的な見地から評価を実施する際に必要な留
意事項が意見として出された。
②平成１６年度の競争評価の市場画定の議論において、平成１７年２月１０日に開催した「移動体通信領域の市場画定に関する
説明会・意見交換会」において、南部学習院大学教授、依田京都大学大学院助教授から市場画定の考え方に関する意見が出さ
れた。
本施策ではこれら学識経験者からの意見を踏まえ、競争評価の画定作業を実施している。

45百万円

競争評価の実施状況

-

毎年度

予

概　　　　　　　　　　要

16百万円

23百万円

電気通信事業における競争環境の整備 担当部局名

16年度

主な指標等 目標年度

概　　　　要

-

-

-

電気通信事業者数の推移

情

24百万円

｢第一種電気通信事業｣及び「第二種電気通信事業」の事業区分を廃止し、参入規制やサービス提供に関する規制な
どについて抜本的な改革を図るとともに、電気通信サービスに関する利用者トラブルの急増に対応したルール整備を
行った。

平成１５年度の競争評価の結果を踏まえて、ブロードバンドサービス（ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ）の
地理的展開を考慮した市場動向の把握をすべく、電気通信事業報告規則の改正を行った。

電気通信事業における更なる公正競争を促進す
るための環境の整備を図る取組みを実施する上
で、市場の急速な変化に対応するため電気サービ
スの競争状況について競争評価を実施した(平成
16年度：IP電話)。

ウェブ上で電気通信サービスに関する料金・契約
者数やトラヒック情報等を公開

概　　　　　　　　　　要
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光ファイバ
（FTTH）

○契約数 ： 2,852,205
○事業者数 ： 78社

光ファイバ光ファイバ
（（FTTHFTTH））

○契約数 ： 2,852,205
○事業者数 ： 78社

無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：24,658
○事業者数 ： 20社

無線（ＦＷＡ）無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：24,658
○事業者数 ： 20社

2,852,205

24,658

13,675,840

2,959,712

ケーブルインターネット
○契約数 ： 2,959,712
○事業者数 ： 372社

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○契約数 ： 2,959,712
○事業者数 ： 372社

注）平成１６年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計しています。

ＤＳＬ
○契約数 ： 13,675,840
○事業者数 ： 45社

ＤＳＬＤＳＬ
○契約数 ： 13,675,840
○事業者数 ： 45社

ブロードバンドインターネット加入数の推移

○ ブロードバンドの加入者については近年急激に拡大（ブロードバンド総加入者数は１９５０万を突破）
○ 一般家庭向け光アクセスサービスについては、日本が世界に先駆けて２００１年３月より提供開始

○ ブロードバンドの加入者については近年急激に拡大（ブロードバンド総加入者数は１９５０万を突破）
○ 一般家庭向け光アクセスサービスについては、日本が世界に先駆けて２００１年３月より提供開始

別紙１

 

0

100

200

300

400

500

①市外電話(東京－大阪間)①市外電話(東京－大阪間)

0

500

1,000

1,500

2,000

KDDI 85.4.1 KDDI 96.11.23 98.12～96.11～

③ 国際電話(日－米間)③ 国際電話(日－米間)

70円

0

100

200

300

400

93.3.25 現在

20,000

15,000

10,000

 5,000 100

200

300

400

0

（３分間 平日昼間）

②市内電話②市内電話

98.1.7から

（３分間 平日昼間）

9円

10円

5

10

NTT S51.11.17～
TTNet(現ﾌｭｰｼﾞｮﾝ)
H10.1.7～
QTNet H11.4.1～

H13.1.10～ H13.5.1～

9円
～
8.7円

8.5円
～
8.4円

NTT東 9円
TTNet(現ﾌｭｰ
ｼﾞｮﾝ) 8.7円

NTT東･西
KDDI,JT,NTT-C
8.5円
TTNet( 現 ﾌ ｭ ｰ
ｼﾞ ｮﾝ）,QTNet
8.4円

▲25%

▲15%

(注) H5.3.25は、｢800MHzﾃﾞｼﾞﾀﾙ方式｣開始年月日
H12.6以降NTTﾄﾞｺﾓ中央ほか8社の基本料は4,500円(無料通話分200円を含

む)

TTNet（現ﾌｭｰｼﾞｮﾝ） 、 NTT-C､KDDI､JT H13.3.1～
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ H13.4.1～
メディア H14.1～ C&W IDC（現JT） H14.4.21～

平成電電 H15.7.15～

④携帯電話（800MHzﾃﾞｼﾞﾀﾙ方式）④携帯電話（800MHzﾃﾞｼﾞﾀﾙ方式）

(３分間 平日昼間)

４００円

～

0

TTNet
(現ﾌｭｰｼﾞｮﾝ)
54円

C&W IDC
（現JT）
平成電電
18円

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ
メディア
20円

NTT-C,JT
KDDI  80円

基本料 通話料 (携帯→固定、県内)

MCIWCJ(現MCI ｼﾞｬﾊﾟﾝ) 150円
(H10.12.1)
JT 180円(H11.10.1)
C&W IDC(現JT)(H11.10.5)
KDDI 180円(H11.11.1)
TTNet(現ﾌｭｰｼﾞｮﾝ） 132円
(H11.11.1)
DTJ    75円(H12.12.10)
NTT-COM 160円(H12.4.3)
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ 45円(H13.9.1)
メディア 45円(H14.1.30)
平成電電 45円(H14.2.1)

※ﾏｲﾗｲﾝ登録料金

▲ 75%
▲ 73%

▲ 80～96％

4,300円

TTNet
(現ﾌｭｰｼﾞｮﾝ),
QTNet 9円

NTT S58.7.21～

1,530円

KDD S60.4.1～ Ｈ10.12～

NTTﾄﾞｺﾓ
H5.3.25～

J-ﾌｫﾝ
（現ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ）

H11.6.1～

NTTﾄﾞｺﾓ中央
ほか8社

H12.12.1～

NTTﾄﾞｺﾓ
H5.3.25～

▲ 90～96%

8.2円
～
7.5円

メ ディ ア H14.1.30 ～
平成電電 H14.2.1～

メディア8.2円
平成電電7.5円

Ｈ8.11～

17,000円

260円

※ﾏｲﾗｲﾝ登録料金

※ﾏｲﾗｲﾝ登録料金

KDD 450円
(H8.11.23)
JT 440円(H8.12.20)
C&W IDC(現JT)
440円(H8.12.20)

通信自由化の効果（料金の低廉化）
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